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国立研究開発法人国立環境研究所 

 



令和 7年度 デジタル地球儀 一式 

に係る参加希望書類の募集要領 

 

１．総則 

 令和7年度 デジタル地球儀 一式に係る参加者確認公募の実施については、この要領に定める。 

 

２．業務概要 

（１）業務名 

  令和7年度 デジタル地球儀 一式 

（２）業務内容等 

  別添仕様書（案）のとおり。 

（３）予算額 

  非公表。ただし、企画競争手続に移行する場合にあっては、別途提示する。 

（４）履行期間 

  契約締結日～令和８年３月３０日  

 

３．応募要件 

（１）基本的要件 

   ① 国立研究開発法人国立環境研究所契約事務取扱細則第５条の規定に該当しない者であること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者

は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

② 国立研究開発法人国立環境研究所契約事務取扱細則第６条の規定に該当しない者であること。 

③ 契約者等から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

④ 参加者確認公募説明書別紙に定める暴力団排除等に関する誓約事項に誓約できる者であるこ

と。 

（２）技術力に関する要件 

    国立研究開発法人国立環境研究所（以下、「NIES」という。）のコンテンツをアップロードする

ことができ、ドームの内部に投影することによって地球儀を再現すること。 

（３）設備・システムに関する要件 

    ドームの大きさは、幅80cm×奥行80cm×高さ80cm（半球体ドーム直径：80cm×2）、6kg以下とす

ること。デジタル地球儀に手をかざすと手の画像と位置を認識し、投影しているデータが手に合

わせて動くようセンサーを搭載すること。 

（４）業務執行体制に関する要件 

    納品の際には請負者がNIESへ来所し、映像を本体に投影するための操作方法、保管方法等をNIE

S担当者へ説明し留意事項を共有すること。 

（５）専門的な業務実績に関する要件 

国立大学法人等の公的機関の導入実績があること。 

（６）（２）から（５）の要件を満たすことを証明する、資料及び証明書等を提出し、承認を得ること。 

 

４．参加希望書類の募集に関する質問の提出先及び回答 

（１）提出場所 



   茨城県つくば市小野川１６－２ 

   国立研究開発法人国立環境研究所総務部会計課契約第一係 担当：小林 

         ＴＥＬ：029-850-2321  ＦＡＸ：029-850-2388 

（２）提出方法 

     持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残る方法に限り、受領期間必着とする）によって提出す

ること。メールによる電子データ（ワードもしくはエクセルで作成したもの）の送付も可とする。

（データの送付先：chotatsu@nies.go.jp） 

（３）提出期間 

   令和７年１２月２３日（火）までの１０時～１６時（持参の場合は、１２時～１３時を除く） 

（４）質問に対する回答書は、次のとおり閲覧に供する。 

   期  間：令和８年１月５日（月）午前１０時から 

        令和８年１月６日（火）午後４時まで 

        茨城県つくば市小野川１６－２  

        当研究所ＨＰ上 

 

５．提出書類、提出期限等 

（１）提出書類 

  ① 令和7年度 デジタル地球儀 一式に係る参加希望書類（別添様式参照） 

  ② 提出者の概要（会社概要等）が分かる資料 

  ③ ３.（６）に示す書類   

（２）提出期限等 

  ① 提出期限 

    令和８年１月６日（火）午後４時 

  ② 参加希望書類の提出場所及び作成に関する問合せ先 

    ４.（１）に同じ。 

  ③ 提出部数 

      ２部 

  ④ 提出方法  

    持参又は郵送（書留郵便等の配達の記録が残るものに限る）すること。 

    なお、郵送する場合は、封筒に「令和7年度 デジタル地球儀 一式に係る参加希望書類在中」

と朱書きすること。 

  ⑤ 提出に当たっての注意事項 

ア 受付時間は、平日の１０時から１６時まで（持参の場合は、１２時～１３時を除く）とする。 

イ 提出期限までに提出場所に現に到達しなかった参加希望書類は、無効とする。 

ウ 提出された参加希望書類は、その事由の如何にかかわらず、提出期限以降は差替え又は再提出

を行うことはできない。 

エ 提出された参加希望書類は、返却しない。 

オ 提出された参加希望書類は、提出者に無断で、参加希望書類の審査以外の目的には使用しな

い。 

カ 虚偽の記載をした参加希望書類は、無効とする。また、虚偽の記載をした者に対して指名停止



を行う。 

キ 参加希望書類の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

 

６．参加希望書類の審査 

（１）国立環境研究所において、提出された参加希望書類に基づき、当該参加希望書類の提出者が３に定

める応募要件を満たしているか否かについて審査し、その結果を参加希望書類の提出者に対して令

和８年１月８日までに通知する。 

（２）審査に当たっては、参加希望書類の記載内容について提出者に問い合わせすることがあるので、参

加希望書類提出後、（１）の通知期限までは、問い合わせに適切に対応できるようにすること。提出

者が問い合わせに応じないとき、又は提出者と連絡が取れないときは、応募要件の確認ができない

ため、応募要件を満たしていない者と認めることとする。 

（３）審査の結果、応募要件を満たすと認められる者がいない場合にあっては、特定事業者との随意契約

手続に移行し、応募要件を満たすと認められる者が複数いる場合にあっては、一般競争入札又は企

画競争手続（以下「一般競争入札等手続」という。）に移行する。 

（４）応募要件を満たしていないと認める旨の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７

日（行政機関の休日に関する法律(昭和６３年法律第９１号)第１条に規定する行政機関の休日を除

く。) 以内に、書面により、応募要件を満たさないとされた理由についての説明を求めることがで

きる。 

 

７．一般競争入札等手続に移行した場合 

（１）一般競争入札等手続に移行した場合にあっては、応募要件を満たす応募者に対して、入札説明書等

を交付し、入札書等の提出を要請する。 

（２）入札書等提出予定期限 

令和８年２月５日（木） 

 

８．その他 

（１）手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）関連情報を入手するための照会窓口 

   ４（１）に同じ。 

（３）令和７・８・９年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）の「物品の販売等」の「電気・通信用

機器類」の認定を受けていない者であっても、参加希望書類を提出することができるが、その者が３

に定める応募要件を満たすと認められ、一般競争入札又は企画競争手続きに移行した場合に入札書

等を提出するためには、入札書等の提出時までに、当該資格の認定を受ける必要がある。 



別添様式 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

  国立研究開発法人国立環境研究所 

      理事長 木本 昌秀  殿  

 

 

                                     所  在  地 

                                     商号又は名称 

                                     代表者氏名                   

 

 

 

令和7年度 デジタル地球儀 一式 

に係る参加希望書類の提出について 

 

 

 

 標記の業務について、当社において実施することを希望します。 

 応募要件を満たしていることを、添付資料のとおりお示しします。 

 なお、参加者確認公募説明書別紙の暴力団排除等に関する誓約事項に誓約します。 

 

（１）会社概要等  

（２）参加者確認公募説明書３.（６）に示す書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 担当者等連絡先 

所属部署： 

担当者名： 

責任者名： 

ＴＥＬ ： 

E-mail  ： 

 

 



別紙 

暴力団排除等に関する誓約事項 
 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、入札書（見積書）の

提出をもって誓約いたします。 
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異

議は一切申し立てません。 
また、国立研究開発法人国立環境研究所（以下「貴所」という。）の求めに応じ、当方の役員名簿（有

価証券報告書に記載のもの（生年月日を含む。）。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役

職名、氏名及び生年月日の一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること並びにこれらの提出書類から

確認できる範囲での個人情報を警察に提供することについて同意します。 
 

記 
 
１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 
（１）契約の相手方として不適当な者 
ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役

員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代

表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以

下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 
イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 
ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的ある

いは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 
エ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者 
ア 暴力的な要求行為を行う者 
イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 
ウ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 
エ 偽計又は威力を用いて国立研究開発法人国立環境研究所の業務を妨害する行為を行う者 
オ その他前各号に準ずる行為を行う者 

 
２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手方としません。 
 
３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施協力者が当該契

約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者であることが判明したときは、

当該契約を解除するため必要な措置を講じます。 
 
４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等による不当介入を受けたこ

とを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、発注元の貴所へ報告を行い

ます。 
 
５．貴所の規程類及び法令を遵守して不正、不適切な行為に関与せず、また、貴所の職員等から不正行

為の依頼等があった場合には拒絶するとともに、その内容を貴所に通報し、さらに内部監査、その他

調査等において、取引帳簿の閲覧・提出等の要請に協力します。 
 
（参考）国立研究開発法人国立環境研究所 規程・規則等 

https://www.nies.go.jp/kihon/kitei/ 
 
 
 
 

 



 

国立研究開発法人国立環境研究所契約事務取扱細則（抄） 

 

 

    第２章 一般競争契約 

 

（一般競争に参加させることができない者） 

第５条 契約責任者は、特別の事由がある場合を除くほか、当該契約を締結する能力を有しない者及び

破産者で復権を得ない者を会計規程第３４条第１項の規程による一般競争に参加させることができ

ない。 

 

（一般競争に参加させないことができる者） 

第６条 契約責任者は、次の各号の一に該当すると認められる者を、その事実があった後２年間一般競

争に参加させないことができる。これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者についても、

また同様とする。 

 （１）契約の履行にあたり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関

して不正の行為をした者 

 （２）公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を得るために連合した

者 

 （３）落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

 （４）監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

 （５）正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

 （６）前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行に当たり、代理人、

支配人その他使用人として使用した者 

２ 契約責任者は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般競争に参加させない

ことができる。 

 

（予定価格の作成） 

第１３条 契約責任者は、その競争入札に付する事項の価格を当該事項に関する仕様書、設計書等によ

って予定し、その予定価格を記載した書面を封書にし、開札の際これを開札場所に置かなければなら

ない。 

    

 

 



仕 様 書（案） 
 
１．件  名 令和 7 年度 デジタル地球儀 ⼀式 

本仕様書は、国⽴研究開発法⼈国⽴環境研究所（以下「NIES」という。）が調達する「令和
7 年度 デジタル地球儀 ⼀式」について規定する。 

 
２．数  量  ⼀式 
  構成内訳   デジタル地球儀（本体、周辺機器等付属品） １式 
         センサー 1 式 
         
３．研究内容・購⼊⽬的 

NIES では、温室効果ガス（GHG）に関する科学的情報をとりまとめて国内外へ提供するこ
とで、GHG 排出削減に向けた政策決定や研究、⺠間のサービス開発などに活⽤していただき、
気候変動対策を加速させることを⽬的として、⽇本ＧＨＧセンター（仮称）の設⽴を検討して
いる。 

本調達は、⽇本ＧＨＧセンター（仮称）の広報活動のため、「令和 7 年度デジタル地球儀 ⼀
式」を購⼊するものである。 

 
４．仕  様 

「令和 7 年度 デジタル地球儀 ⼀式」については、以下の条件を満たす必要がある。  
 
 １）デジタル地球儀（本体、周辺機器等付属品） １式 
   ①ドーム 1 台 

   ⼨法：幅 80cm×奥⾏ 80cm×⾼さ 80cm（半球体ドーム直径：80cm×2）程度 
重量：6kg 以下 
材質：メタアクリル樹脂 

     
    ②プロジェクター １台 

    ①の内部に投影することによって地球儀を再現すること。 
    投影⽅法：DLP®⽅式 
    電源：AC100〜240V（50/60Hz） 

画素数（DMD 素⼦）：1920×1080 
    解像度：3840×2160 4K UHD（画素シフトによるリアル４K 出⼒であること。） 

輝度：4000lm 以上 
光源：レーザー 

 
    ③専⽤操作端末（タブレット） １台 

    ⼨法：横 214.9mm×幅 6.1mm×縦 280.6mm 程度 



スクリーン：13 インチ 
解像度：2732×2048 以上 
記憶容量：128GB 

 
    ④サーバ通信費 

    NIES のコンテンツをアップロードする。 
 
  2）センサー 
    240×180pixel 以上の Infrared camera と波⻑ 940nm の VCSEL illuminator を有し、デ

ジタル地球儀に⼿をかざすと⼿の画像と位置を認識し、投影しているデータが⼿に合わ
せて動くようセンサーを搭載すること。 

 
３）請負体制 
  納品の際には請負者が NIES へ来所し、映像を本体に投影するための操作⽅法、保管⽅

法等を NIES 担当者へ説明し留意事項を共有すること。 
 
４）実績 
  国⽴⼤学法⼈等の公的機関の導⼊実績があること。 

   
５．納品場所  茨城県つくば市⼩野川１６−２ 国⽴研究開発法⼈国⽴環境研究所 
 
６．納⼊期限  令和 8 年 3 ⽉ 30 ⽇ 
 
７．協議事項 
  本仕様書の内容に疑義等が⽣じた場合は、NIES 担当者と協議し、その指⽰に従うこと。 
 
８．その他 

本調達が、契約締結時においての国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成
12 年法律第 100 号）第６条第１項の規定に基づき定められた環境物品等の調達の推進に関す
る基本⽅針における特定調達品⽬に該当する場合は、適合製品を納⼊すること。 

本調達品の納⼊に当たり、請負者が既存品（産業廃棄物等）の撤去（運搬・処分）を実施す
る場合には、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）、関係条例等に
基づき、適正に収集運搬及び処分を⾏うこと。 

なお、納⼊者は、本調達により納⼊する物品の使⽤⼜は設置等について、NIES において法
令等（例：労働安全衛⽣法（昭和 47 年法律第 57 号）、電波法（昭和 25 年法律 131 号）、⽔質
汚濁防⽌法（昭和 45 年法律 138 号）、放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和 32 年法律
第 167 号）など）に基づく許認可申請・届出等を必要としないかを調査するものとし、調査の
限りにおいて当該許認可申請・届出等が必要であると判断される場合には、納⼊時までにNIES
担当者にその旨を⽂書にて通知すること。 



また、納⼊引渡しが完了した時点より１年間を保証期間と定め、保証期間中における設計及
び製作上の原因による故障や不具合に関しては、納⼊者の責任において補修すること。 




